
（基準案）
対策案１ 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

－ － － －

1/100規模の洪水 × × － －

H16.10に発生した既往最
大洪水 × × － ×

－ － － －

－ － ○ ○

－ － － －

× × × ×

○ ○ ○ ○

× × × ×

サプライチェーン化による波及被害はどのくらいか

コスト

完成までに要する費用はどのくらいか

維持管理に要する費用はどのくらいか

その他の費用（ダム中止に伴って発生する費用等）
はどれくらいか

「洪水対策案」の各評価軸による評価一覧

ダム＋河
道改修案

河道改修
主体案

遊水地
主体案

水田貯留
主体案

複合案
評価方法

安全度

河川整備計画レベルの目標に対し安全を確保でき
るか

目標を上回る洪水等が
発生した場合にどのよう
な状態となるか

段階的にどのように安全度が確保されていくのか
（例えば5，10年後）

どの範囲でどのような効果が確保されていくのか
（上下流や支川等における効果）

資料５

○評価の手法

○ ： 対策案１より優れる

－ ： 対策案１と同等

× ： 対策案１より劣る

× × × ×

× × × ×

－ － × ×

－ － － －

持続性 － － × ×

柔軟性 × × × ×

× × × ×

× × × ×

× × × ×

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

－ － － －

－ － － －

将来にわたって持続可能といえるか

土砂流動がどう変化し、下流河川・海岸にどのよう
に影響するか

その他

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのような影
響があるか

地球温暖化に伴う気候変化や社会環境の変化な
ど、将来の不確実性に対する柔軟性はどうか

地域社会
への影響

事業地及びその周辺への影響はどの程度か

地域振興に対してどのような効果があるか

地域間の利害の衡平への配慮がなされているか

水環境に対してどのような影響があるか

はどれくらいか

実現性

土地所有者等の協力の見通しはどうか

その他の関係者との調整の見通しはどうか

法制度上の観点から実現性の見通しはどうか

技術上の観点から実現性の見通しはどうか

基

準

案

環境への
影響

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体に
どのような影響があるか

－ － － －その他



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その１）

評価軸 評価の考え方
対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水田貯留＋河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋水田貯留＋河道改修

【河川整備計画目標】

洪水調節施設整備、河道整備によ

り、長良川忠節地点における河道目

標流量 7,700m3/s、芥見地点で

5,400m3/s、立花橋地点で 2,900 m3/s

を安全に流下させる

内ヶ谷ダムの既存計画に基づく洪

水調節と、下流の長良川における河道

掘削を中心とした河道改修にて対応

する案

河道掘削及び堤防整備などの河道

改修と、忠節地点に効果を有するよ

う国が整備する洪水調節施設（遊水

地）の設置により対応する案

河道掘削及び堤防整備などの河道

改修と、忠節地点および芥見地点に

効果を有するよう、それぞれ国と県

が整備する洪水調節施設（遊水地）

の設置により対応する案

流域内の既存の水田の畔を嵩上げ

することによる雨水貯留効果を見込

み、河道掘削及び堤防整備などの河

道改修と、忠節地点に効果を有する

よう国が整備する洪水調節施設（遊

水地）の設置により対応する案

以下の対策にて対応する複合案

・板取川合流点上流部：水田貯留

・板取川合流点下流部及び国管理区

間：洪水調節施設（遊水地）整備

・河道掘削及び堤防整備などの河道

改修

安 全 度

（被害軽

減効果）

河川整備計画レベルの目

標に対し安全を確保でき

るか

・県管理区間の河川整備計画における

目標流量について、芥見地点で

5,400m3/s、亀尾島川合流後地点で

2,900 m3/s の流量を安全に流下させ

ることができる

・国管理区間の河川整備計画における

目 標 流 量 で あ る 忠 節 地 点 で

7,700m3/s の流量を安全に流下させ

ることができる

・県管理区間の河川整備計画

における目標流量について、

芥見地点で 5,400m3/s の流量

を、また亀尾島川合流後地点

で 2,900m3/s の流量を 3,000

m3/s に変更し、これらの流量

を安全に流下させることがで

きる

・国管理区間の河川整備計画

における目標流量である忠節

地点で 7,700m3/s の流量を安

全に流下させることができる

－

・県管理区間の河川整備計画

における目標流量について、

芥見地点で 5,400m3/s の流量

を、また亀尾島川合流後地点

で 2,900m3/s の流量を 3,000

m3/s に変更し、これらの流量

を安全に流下させることがで

きる

・国管理区間の河川整備計画

における目標流量である忠節

地点で 7,700m3/s の流量を安

全に流下させることができる

－

・県管理区間の河川整備計画

における目標流量について、

芥見地点で 5,400m3/s、亀尾島

川合流後地点で 2,900 m3/s の

流量を安全に流下させること

ができる

・国管理区間の河川整備計画

における目標流量である忠節

地点で 7,700m3/s の流量を安

全に流下させることができる

－

・県管理区間の河川整備計画

における目標流量について、

芥見地点で 5,400m3/s、亀尾島

川合流後地点で 2,900 m3/s の

流量を安全に流下させること

ができる

・国管理区間の河川整備計画

における目標流量である忠節

地点で 7,700m3/s の流量を安

全に流下させることができる

－

目標を上回

る洪水等が

発生した場

合にどのよ

うな状態と

なるか

1/100 規

模の洪水

・1／100 規模の洪水では、長良川芥

見地点において、約 8,000m3/s とな

り、浸水被害が生じる可能性がある。

しかし、ダムによる 100m3/s の調節効

果で 7,900m3/s 程度まで低減するこ

とが可能

・長良川の板取川合流点より下流地域

の浸水想定面積は、約 16.8km2 と見込

まれ、ダムが無い場合と比べて、約

1.3km2 減じる。

・長良川芥見地点における約

8,000m3/s の流量に対する効

果は 100m3/s よりは少ないた

め、県管理区間において対策

案１に比べると、被害は大き

くなる

・長良川の板取川合流点より

下流地域の浸水想定面積は、

約 18.1km2 と見込まれ、対策

案１と比べて、浸水想定面積

は大きくなる。

×

・長良川芥見地点における約

8,000m3/s の流量に対する効

果は 100m3/s よりは少ないた

め、県管理区間において対策

案１に比べると、被害は大き

くなる

・1/100 規模の洪水では、遊水

地（県）の効果は少なく、対

策案２と同程度の浸水想定面

積が生じる見込み。

×

・1/100 規模の洪水に対する降

雨分布のパターンによって、

水田の分布と降雨域が合致す

れば、対策案１と同程度の水

位低減効果を発揮することが

予想される

・その効果により、対策案１

と同程度の浸水面積の減少が

見込める。

－

・1/100 規模の洪水に対する降

雨分布のパターンによって、

水田の分布と降雨域が合致す

れば、対策案１と同程度の水

位低減効果を発揮することが

予想される

・その効果により、対策案１

と同程度の浸水面積の減少が

見込める。

－

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その２）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

安 全 度

（被害軽

減効果）

目標を上回

る洪水等が

発生した場

合にどのよ

うな状態と

なるか

H16.10 に

発生した

既往最大

洪水

H16.10 の実績洪水流量は、長良川芥

見地点において、約 8,100m3/s であ

り、浸水被害が生じた。ダムがあった

場 合 、 190m3/s の 調 節 効 果 で

7,910m3/s 程度まで低減することが

可能

長良川芥見地点における約

8,100m3/s の流量に対する効

果は 190m3/s よりは少ないた

め、県管理区間において対策

案１に比べると、被害は大き

くなる

×

長良川芥見地点における約

8,100m3/s の流量に対する効

果は 190m3/s よりは少ないた

め、県管理区間において対策

案１に比べると、被害は大き

くなる

×

H16.10 当時の降雨は、長良川

上流域を中心に降っているた

め、水田の分布と降雨域が合

致することで、対策案１と同

程度の水位低減効果を発揮す

ることが予想される

－

上流域の水田貯留効果などに

より、水位低減効果は生じる

ものの、対策案１程の効果は

見込めず、県管理区間におい

て対策案１に比べると、被害

は大きくなる

×

段階的にどのように安全

度が確保されていくのか

（例えば 5，10年後）

（総事業費が安価である

ほど、早期に事業が完成

し、目標とする安全度が

確保されやすい）

・河道改修は、順次整備を行うことに

より、段階的に安全度が向上する

・内ヶ谷ダム完成時点（平成 39 年予

定）をもって、ダム下流域の安全度は、

一様に向上する

・河道改修は、順次整備を行

うことにより、段階的に安全

度が向上する

・遊水地は、完成時点をもっ

て、その下流域の安全度は、

一様に向上する

－

・河道改修は、順次整備を行

うことにより、段階的に安全

度が向上する

・遊水地は、完成時点をもっ

て、その下流域の安全度は、

一様に向上する

－

・河道改修は、順次整備を行

うことにより、段階的に安全

度が向上する

・水田貯留は、順次整備を行

うことにより、その下流域の

安全度は、段階的に向上する

・遊水地は、完成時点をもっ

て、その下流域の安全度は、

一様に向上する

－

・河道掘削、水田貯留は、順

次整備を行うことにより、段

階的に安全度が向上する

・遊水地は、完成時点をもっ

て、その下流域の安全度は、

一様に向上する

－

どの範囲でどのような効

果が確保されていくのか

（上下流や支川等におけ

る効果）

・河道改修は、実施箇所から順次効果

が発現する

・ダム下流区間において、計画上の効

果が確保される

・河道改修は、実施箇所から

順次効果が発現する

・遊水地の下流区間において

は、計画上の効果が確保され

るが、上流区間においては確

保されないため、河道改修で

対応している
－

・河道改修は、実施箇所から

順次効果が発現する

・遊水地の下流区間において

は、計画上の効果が確保され

るが、上流区間においては確

保されないため、河道改修で

対応している
－

・河道改修は、実施箇所から

順次効果が発現する

・水田貯留は、整備箇所下流

区間において、順次効果が発

現する

・水田貯留は、流域全体に広

がるため、局所的豪雨に対し

て一定の効果がある

・遊水地の下流区間において

は、計画上の効果が確保され

るが、上流区間においては確

保されないため、河道改修で

対応している

○

・河道改修は、実施箇所から

順次効果が発現する

・水田貯留は、整備箇所下流

区間において、順次効果が発

現する

・水田貯留は、流域全体に広

がるため、局所的豪雨に対し

て一定の効果がある

・遊水地の下流区間において

は、計画上の効果が確保され

るが、上流区間においては確

保されないため、河道改修で

対応している

○

サプライチェーン化によ

る波及被害はどのくらい

か（浸水被害を直接受け

た工場だけでなく、取引

先等へ波及する間接的な

経済損失額）

1 次波及被害、2 次波及被害を考慮す

ると、年平均被害軽減期待額は、１年

間あたり、さらに約 6百万円増加する

1次波及被害、2次波及被害を

考慮すると、年平均被害軽減

期待額は、１年間あたり、さ

らに約 6百万円増加する

－

1次波及被害、2次波及被害を

考慮すると、年平均被害軽減

期待額は、１年間あたり、さ

らに約 6百万円増加する

－

1次波及被害、2次波及被害を

考慮すると、年平均被害軽減

期待額は、１年間あたり、さ

らに約 6百万円増加する

－

1次波及被害、2次波及被害を

考慮すると、年平均被害軽減

期待額は、１年間あたり、さ

らに約 6百万円増加する

－

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その３）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

コスト

完成までに要する費用は

どのくらいか（※２）
370.2 億円 484.3 億円 × 589.0 億円 × 998.3 億円 × 725.0 億円 ×

河道改修費 266.2 億円 278.2 億円 273.8 億円 266.2 億円 273.6 億円

当該対策費用 104.0 億円（ダム残事業費※１） 206.1 億円（国遊水地） 315.2 億円

（国･県遊水地）

526.0 億円(水田嵩上げ費用)

206.1 億円（国遊水地）

210.4 億円(水田嵩上げ費用)

241.0 億円 (国･県遊水地)

維持管理に要する費用は

どのくらいか（※３）

9.0 億円※１（ダム） 2.5 億円（国遊水地）
○
3.2 億円（国･県遊水地）

○
2.5 億円（国遊水地）

○
2.9 億円（国･県遊水地）

○

その他の費用（ダム中止

に伴って発生する費用

等）はどれくらいか

無

・買収済みのダム貯水池の用

地 53.9ha の維持管理費用が発

生

×

・買収済みのダム貯水池の用

地 53.9ha の維持管理費用が発

生

×

・買収済みのダム貯水池の用

地 53.9ha の維持管理費用が発

生

×

・買収済みのダム貯水池の用

地 53.9ha の維持管理費用が発

生

×

※１：ダム残事業費及び維持管理費用は、洪水調節に係る負担分

※２：費用については、四捨五入の関係で内訳金額の計と一致しない場合がある

※３：完成後 50 年間の維持管理費用とする。なお、河道改修に係る維持管理費用は、どの対策案もほぼ同額と想定されることから、河道改修以外に増加する主たる対策の維持管理費用を計上。

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その４）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

実現性

土地所有者等の協力の見

通しはどうか

【河道改修】

・河道掘削箇所は、河道内の整備であ

るため、県管理区間における用地買収

面積は約 2.1ha と少なく、堤外民地な

どの協力は得やすい

・築堤箇所は、県管理区間において約

15.7ha となり物件補償も生じ、難航

の可能性あり【ダム】

・ダム及び貯水池に係る用地買収は完

了している

【河道改修】

・河道掘削箇所は、河道内の

整備であるため、県管理区間

における用地買収面積は約

2.1ha と少なく、堤外民地など

の協力は得やすい

・築堤箇所は、県管理区間に

おいて約 15.7ha となり物件補

償も生じ、難航の可能性あり

【遊水地】

・従来から洪水時の浸水区域

などであるが、用地確保のた

めの地権者との協議は未実施

で難航の可能性あり

×

【河道改修】

・河道掘削箇所は、河道内の

整備であるため、県管理区間

における用地買収面積は約

2.1ha と少なく、堤外民地など

の協力は得やすい

・築堤箇所は、県管理区間に

おいて約 15.7ha となり物件補

償も生じ、難航の可能性あり

【遊水地】

・従来から洪水時の浸水区域

などであるが、用地確保のた

めの地権者との協議は未実施

で難航の可能性あり

×

【河道改修】

・河道掘削箇所は、河道内の

整備であるため、県管理区間

における用地買収面積は約

2.1ha と少なく、堤外民地など

の協力は得やすい

・築堤箇所は、県管理区間に

おいて約 15.7ha となり物件補

償も生じ、難航の可能性あり

【水田貯留】

・畔のかさ上げにより減少す

る耕作可能面積は、約 179.3ha

にのぼり、水田所有者に対し、

補償等も含め調整の必要あり

・全水田での対策が必要であ

り、所有者の理解の点で課題

が残る

【遊水地】

・従来から洪水時の浸水区域

などであるが、用地確保のた

めの地権者との協議は未実施

で難航の可能性あり

×

【河道改修】

・河道掘削箇所は、河道内の

整備であるため、県管理区間

における用地買収面積は約

2.1ha と少なく、堤外民地など

の協力は得やすい

・築堤箇所は、県管理区間に

おいて約 15.7ha となり物件補

償も生じ、難航の可能性あり

【水田貯留】

・畔のかさ上げにより減少す

る耕作可能面積は、約 71.7ha

にのぼり、水田所有者に対し、

補償等も含め調整の必要あり

・郡上市内のほぼ全水田での

対策が必要であり、所有者の

理解の点で課題が残る

【遊水地】

・従来から洪水時の浸水区域

などであるが、用地確保のた

めの地権者との協議は未実施

で難航の可能性あり

×

その他の関係者との調整

の見通しはどうか

・特段の懸案事項はない ・遊水地に関して、関係自治

体や地元との協議は未実施
×

・遊水地に関して、関係自治

体や地元との協議は未実施
×

・水田貯留に関して、用水管

理者などとの調整は未実施

・遊水地に関して、関係自治

体や地元との協議は未実施

×

・水田貯留に関して、用水管

理者などとの調整は未実施

・遊水地に関して、関係自治

体や地元との協議は未実施

×

法制度上の観点から実現

性の見通しはどうか

・現行法制度で対応可能 ・現行法制度で対応可能

－

・現行法制度で対応可能

－

・かさ上げ後の畔の管理面、

耕作面積の減少による減収の

補償面など課題が残る
×

・かさ上げ後の畔の管理面、

耕作面積の減少による減収の

補償面など課題が残る
×

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その５）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

実現性

技術上の観点から実現性

の見通しはどうか

・実現可能 ・実現可能

－

・実現可能

－

・水田貯留の効果を計画上確

定させる上で、県の前例がな

く課題が残る

・他は実現可能

－

・水田貯留の効果を計画上確

定させる上で、県の前例がな

く課題が残る

・他は実現可能

－

持続性

将来にわたって持続可能

といえるか

【河道改修】

・定期的に浚渫等の適切な維持管理を

行えば持続可能

【ダム】

・適切な維持管理を行い、操作規則等

にのっとり洪水調節を行うので、持続

可能

【河道改修】

・定期的に浚渫等の適切な維

持管理を行えば持続可能

【遊水地】

・適切な維持管理を行い、操

作規則等にのっとり洪水調節

を行うので、持続可能
－

【河道改修】

・定期的に浚渫等の適切な維

持管理を行えば持続可能

【遊水地】

・適切な維持管理を行い、操

作規則等にのっとり洪水調節

を行うので、持続可能
－

【河道改修】

・定期的に浚渫等の適切な維

持管理を行えば持続可能

【水田貯留】

・水田所有者の継続的な協力

が必要であり、将来的に水田

の保全が実現する確実性につ

いて課題あり

【遊水地】

・適切な維持管理を行い、操

作規則等にのっとり洪水調節

を行うので、持続可能

×

【河道改修】

・定期的に浚渫等の適切な維

持管理を行えば持続可能

【水田貯留】

・水田所有者の継続的な協力

が必要であり、将来的に水田

の保全が実現する確実性につ

いて課題あり

【遊水地】

・適切な維持管理を行い、操

作規則等にのっとり洪水調節

を行うので、持続可能

×

柔軟性

地球温暖化に伴う気候変

化や社会環境の変化な

ど、将来の不確実性に対

する柔軟性はどうか

【河道改修】

・下流河川の新たな河道改修により、

対応可能

・ただし、河道内に土砂等の再堆積に

より効果は低下

【ダム】

・下流河川の改修規模以上の能力を有

し、気候変動への対応の可能性はある

【河道改修】

・下流河川の新たな河道改修

により、対応可能

・ただし、河道内に土砂等の

再堆積により効果は低下

【遊水地】

・拡張は困難であり、底下げ

等で若干の対応は可能

・新たな遊水地整備について

は課題あり

×

【河道改修】

・下流河川の新たな河道改修

により、対応可能

・ただし、河道内に土砂等の

再堆積により効果は低下

【遊水地】

・拡張は困難であり、底下げ

等で若干の対応は可能

・新たな遊水地整備について

は課題あり

×

【河道改修】

・下流河川の新たな河道改修、

により、対応可能

・ただし、河道内に土砂等の

再堆積により効果は低下

【水田貯留】

・小規模な土構造の施設だが、

長大な施設であるため、その

拡張については課題あり

・流域全体に広がるため局所

的豪雨に一定の対応はできる

【遊水地】

・拡張は困難であり、底下げ

等で若干の対応は可能

・新たな遊水地整備について

は課題あり

×

【河道改修】

・下流河川の新たな河道改修

により、対応可能

・ただし、河道内に土砂等の

再堆積により効果は低下

【水田貯留】

・小規模な土構造の施設だが、

長大な施設であるため、その

拡張については課題あり

・流域全体に広がるため局所

的豪雨に一定の対応はできる

【遊水地】

・拡張は困難であり、底下げ

等で若干の対応は可能

・新たな遊水地整備について

は課題あり

×

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その６）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

地域社会

への影響

事業地及びその周辺への

影響はどの程度か

【河道改修】

・河道掘削は、河道内の整備であり、

沿川地域への影響は少ない

・築堤は、用地買収と物件補償が生じ、

地域社会への影響が生じる

【ダム】

・ダム及び貯水池に係る用地買収は完

了しており、地域への影響は少ない

【河道改修】

・河道掘削は、河道内の整備

であり、沿川地域への影響は

少ない

・築堤は、用地買収と物件補

償が生じ、地域社会への影響

が生じる

【遊水地】

・設置箇所によっては、遊水

地設置区域で広大な用地買収

が生じ、地域への影響は大き

い

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

【河道改修】

・河道掘削は、河道内の整備

であり、沿川地域への影響は

少ない

・築堤は、用地買収と物件補

償が生じ、地域社会への影響

が生じる

【遊水地】

・設置箇所によっては、遊水

地設置区域で広大な用地買収

が生じ、地域への影響は大き

い

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

【河道改修】

・河道掘削は、河道内の整備

であり、沿川地域への影響は

少ない

・築堤は、用地買収と物件補

償が生じ、地域社会への影響

が生じる

【水田貯留】

・水田所有者全ての協力と将

来にわたる維持保全が必要で

あり、地域への影響は大きい

・実耕作面積が減少し農家経

営、農産物生産に影響がでる

【遊水地】

・設置箇所によっては遊水地

設置区域で広大な用地買収が

生じ、地域への影響は大きい

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

【河道改修】

・河道掘削は、河道内の整備

であり、沿川地域への影響は

少ない

・築堤は、用地買収と物件補

償が生じ、地域社会への影響

が生じる

【水田貯留】

・水田所有者全ての協力と将

来にわたる維持保全が必要で

あり、地域への影響は大きい

・実耕作面積が減少し農家経

営、農産物生産に影響がでる

【遊水地】

・設置箇所によっては遊水地

設置区域で広大な用地買収が

生じ、地域への影響は大きい

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

地域振興に対してどのよ

うな効果があるか

・ダム湖を活用した地域振興が考えら

れる

・設置箇所によっては、遊水

地の多目的利用による地域活

性化が考えられる

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

・設置箇所によっては、遊水

地の多目的利用による地域活

性化が考えられる

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

・水田嵩上げを地元に委託す

ることで、地域コミュニティ

の再生が期待できる

・設置箇所によっては、遊水

地の多目的利用による地域活

性化が考えられる

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

・水田嵩上げを地元に委託す

ることで、地域コミュニティ

の再生が期待できる

・設置箇所によっては、遊水

地の多目的利用による地域活

性化が考えられる

・設置箇所によっては、東海

環状自動車道の整備効果によ

る地域開発の可能性のある区

域が、自由には利用できなく

なる可能性がある

×

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その７）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

地域社会

への影響

地域間の利害の衡平への

配慮がなされているか

・ダム建設による影響地域と受益地は

別となるが、ダムの影響地域は限定的

であり、道路整備など受益は認めら

れ、治水の受益地は広範囲にわたる

・遊水地建設による影響地域

と受益地は別となり、遊水地

建設地域の理解を得ることが

課題である
×

・遊水地建設による影響地域

と受益地は別となり、遊水地

建設地域の理解を得ることが

課題である
×

・水田の整備を行う地域と受

益地は必ずしも一致しない

・遊水地建設による影響地域

と受益地は別となり、遊水地

建設地域の理解を得ることが

課題である

×

・遊水地建設による影響地域

と受益地は別となり、遊水地

建設地域の理解を得ることが

課題である

・水田の整備を行う地域と受

益地は必ずしも一致しない

×

環境への

影響

水環境に対してどのよう

な影響があるか

【ダム建設中】

・転流工によって、水を切り回すため、

水量の変化は生じない

・濁水処理施設等を整備することか

ら、通常の河川工事に比べ濁水の発生

頻度は少ない

【ダム完成後】

・渓流から貯水池へ変化することでダ

ム湖底の水質や温度変化が起こると

想定される

・選択取水により、ダムの上下流に水

質変化が生じないよう運用を行うこ

とが可能

【建設中】

・河川工事においては仮締切

工によって、水を切り回すた

め、水量の変化は生じない

・河川工事中には、川に濁り

が生じる可能性がある

・遊水地は、堤内地側での工

事が主となるため、河川の水

量の変化や濁りの発生は最小

限となる

【完成後】

・ダム予定地の水環境の変化

はない

・水量は、工事前と特に変化

は生じない

・工事地点上下流において、

水質の変化は、生じない

○

【建設中】

・河川工事においては仮締切

工によって、水を切り回すた

め、水量の変化は生じない

・河川工事中には、川に濁り

が生じる可能性がある

・遊水地は、堤内地側での工

事が主となるため、河川の水

量の変化や濁りの発生は最小

限となる

【完成後】

・ダム予定地の水環境の変化

はない

・水量は、工事前と特に変化

は生じない

・工事地点上下流において、

水質の変化は、生じない

○

【建設中】

・河川工事においては仮締切

工によって、水を切り回すた

め、水量の変化は生じない

・遊水地は、堤内地側での工

事が主となるため、河川の水

量の変化や濁りの発生は最小

限となる

・非農耕期に整備を行えば、

川などに濁りは生じない

【完成後】

・ダム予定地の水環境の変化

はない

・水量は、工事前と特に変化

は生じない

・工事地点上下流において、

水質の変化は、生じない

○

【建設中】

・河川工事においては仮締切

工によって、水を切り回すた

め、水量の変化は生じない

・遊水地は、堤内地側での工

事が主となるため、河川の水

量の変化や濁りの発生は最小

限となる

・非農耕期に整備を行えば、

川などに濁りは生じない

【完成後】

・ダム予定地の水環境の変化

はない

・水量は、工事前と特に変化

は生じない

・工事地点上下流において、

水質の変化は、生じない

○

生物の多様性の確保及び

流域の自然環境全体にど

のような影響があるか

・ダム建設及びダム貯水池の発生によ

り、陸域、水域環境に影響を与える

・県では環境影響評価委員会で影響・

対策を検討し、重要な種には対策を講

じている

・現在、貯水池周辺において、重要な

動植物への影響を最小限に工事を進

めている

・河道改修では河床の砂礫や

河岸の植生、樹木等を生息の

場としている水生生物全般に

影響を与える

・遊水地とした土地は、利用

形態の変化により新たな生

態・自然環境の発現に期待で

きる

○

・河道改修では河床の砂礫や

河岸の植生、樹木等を生息の

場としている水生生物全般に

影響を与える

・遊水地とした土地は、利用

形態の変化により新たな生

態・自然環境の発現に期待で

きる

○

・非農耕期に水田の整備を行

う場合は、生物に対する影響

は少ない

・遊水地とした土地は、利用

形態の変化により新たな生

態・自然環境の発現に期待で

きる

○

・非農耕期に水田の整備を行

う場合は、生物に対する影響

は少ない

・遊水地とした土地は、利用

形態の変化により新たな生

態・自然環境の発現に期待で

きる

○

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案



洪水対策案の評価軸ごとの評価表（その８）

評価軸
評価の考え方

対策案１（現計画案） 対策案２ 対策案３ 対策案４ 対策案５

ダム ＋ 河道改修 河道改修＋遊水地(国) 遊水地(国･県)＋河道改修 水 田 貯 留 ＋ 河 道 改 修 ＋ 遊 水 地 (国 ) 遊水地 (国 ･県 )＋水田貯留＋河道改修

環境への

影響

土砂流動がどう変化し、

下流河川・海岸にどのよ

うに影響するか

【河道改修】

・掘削部において、再び土砂が堆積す

る可能性がある

【ダム】

・下流への土砂の供給が絶たれるた

め、ダムの直下流においては、土砂が

粗粒化する懸念がある

【河道改修】

・掘削部において、再び土砂

が堆積する可能性がある

【遊水地】

・洪水時に一時的に流水を貯

水する施設のため、河川の土

砂流動への影響は少ない

○

【河道改修】

・掘削部において、再び土砂

が堆積する可能性がある

【遊水地】

・洪水時に一時的に流水を貯

水する施設のため、河川の土

砂流動への影響は少ない

○

【河道改修】

・掘削部において、再び土砂

が堆積する可能性がある

【水田貯留】

・河川の土砂流動への影響は

少ない

【遊水地】

・洪水時に一時的に流水を貯

水する施設のため、河川の土

砂流動への影響は少ない

○

【河道改修】

・掘削部において、再び土砂

が堆積する可能性がある

【水田貯留】

・河川の土砂流動への影響は

少ない

【遊水地】

・洪水時に一時的に流水を貯

水する施設のため、河川の土

砂流動への影響は少ない

○

景観、人と自然との豊か

な触れ合いにどのような

影響があるか

【河道改修】

・掘削に伴う植生、樹木伐採が発生す

る場合、景観や自然との触れ合いの形

態が変化する。この点に関しては、工

夫の余地あり

【ダム】

・周辺環境を改変するため、従前の景

観、眺望からの変化は大きい

・新たな水辺空間が創出されるダム貯

水池においては、新たに形成される景

観等がある

・その一方で、ダム貯水池が形成され

る水域における元の渓流はなくなる

【河道改修】

・掘削に伴う植生、樹木伐採

が発生する場合、景観や自然

との触れ合いの形態が変化す

る。この点に関しては、工夫

の余地あり

【遊水地】

・従前田畑であった場所に新

たに施設が設置されるタイプ

の遊水地であれば、従前の景

観、眺望からの変化は大きい

・遊水地が立入禁止箇所とな

れば、自然との触れ合いは、

隔てられることとなる。この

点に関しては、どのような形

態の遊水地とするかなど工夫

の余地あり

－

【河道改修】

・掘削に伴う植生、樹木伐採

が発生する場合、景観や自然

との触れ合いの形態が変化す

る。この点に関しては、工夫

の余地あり

【遊水地】

・従前田畑であった場所に新

たに施設が設置されるタイプ

の遊水地であれば、従前の景

観、眺望からの変化は大きい

・遊水地が立入禁止箇所とな

れば、自然との触れ合いは、

隔てられることとなる。この

点に関しては、どのような形

態の遊水地とするかなど工夫

の余地あり

－

【河道改修】

・掘削に伴う植生、樹木伐採

が発生する場合、景観や自然

との触れ合いの形態が変化す

る。この点に関しては、工夫

の余地あり

【水田貯留】

・従前の水田の畦を嵩上げす

るため、景観に変化はあるも

のの、新たな構造物の設置が

生じないことから、影響は少

ないと予測される

・自然との触れ合いは、従前

の形態が維持される

【遊水地】

・従前田畑であった場所に新

たに施設が設置されるタイプ

の遊水地であれば、従前の景

観、眺望からの変化は大きい

・遊水地が立入禁止箇所とな

れば、自然との触れ合いは、

隔てられることとなる。この

点に関しては、どのような形

態の遊水地とするかなど工夫

の余地あり

－

【河道改修】

・掘削に伴う植生、樹木伐採

が発生する場合、景観や自然

との触れ合いの形態が変化す

る。この点に関しては、工夫

の余地あり

【水田貯留】

・従前の水田の畦を嵩上げす

るため、景観に変化はあるも

のの、新たな構造物の設置が

生じないことから、影響は少

ないと予測される

・自然との触れ合いは、従前

の形態が維持される

【遊水地】

・従前田畑であった場所に新

たに施設が設置されるタイプ

の遊水地であれば、従前の景

観、眺望からの変化は大きい

・遊水地が立入禁止箇所とな

れば、自然との触れ合いは、

隔てられることとなる。この

点に関しては、どのような形

態の遊水地とするかなど工夫

の余地あり

－

その他 ・管理用発電を行う場合、クリーンエ

ネルギーの供給が出来る

特になし
－
特になし

－
特になし

－
特になし

－

○評価の手法

現計画案（対策案１）を基準とし、下記による相対的な評価を行った

○ ： 現計画案より優れる

－ ： 現計画案と同等

× ： 現計画案より劣る

基 準 案


